
簡易公募型指名競争入札のお知らせ

次のとおり簡易公募型指名競争入札（事後審査型）に付します。

令和７年７月３日

飯能市長 新 井 重 治

１ 工事の概要

⑴ 工 事 名 令和7年度下水道工事第2工区（双南）

⑵ 工事場所 飯能市大字双柳地内

⑶ 工事概要 下水道管きょ布設

内径200㎜管布設工（開削工） L=70.80m
組立1号マンホール工 4箇所
小型マンホール工（塩化ビニル製） 2箇所
小型マンホール工（レジン製） 1箇所
取付管工 6箇所
付帯工 一式

⑷ 工 期 令和７年７月下旬から令和７年１１月下旬まで

⑸ 入札手続 本工事は、申請、届出及び入札を埼玉県電子入札共同システム（以下「電

子入札システム」という。）により行う。

２ 技術的適性を確認する対象者

⑴ 令和７・８年度の飯能市建設工事請負等競争入札参加者名簿（土木工事業の業種登録の

ある者に限る。）に登録されている者で、本件入札の周知の日から開札日までの期間にお

いて次のいずれにも該当しないものであること。

① 地方自治法施行令(昭和２２年政令第１６号)第１６７条の４の規定に該当する者

② 飯能市建設工事の請負等の契約に係る指名停止等の措置要綱（平成１２年告示第２５

ああああ号）第２条の規定により指名停止の措置を受けている者

③ 飯能市の締結する契約からの暴力団排除措置に関する要綱第３条の規定により指名

ああああ除外の措置を受けている期間中である者

⑵ 本件入札の周知の日において、建設業法（昭和２４年法律第１００号）の規定による一

ああ般建設業又は特定建設業（土木工事業）の許可を有する者であること。

⑶ 本件入札の周知の日において、飯能市内に本店を有する建設業を営む者又は飯能市内に

営業所を開設して１５年が経過し、過去５年間に本市の請負実績（土木一式工事）を有す

る者で、単体企業であること。

⑷ 市税（入札参加申込書の提出期間の最終日（以下「最終日」という。）までに納期が到

ああ来するものに限る。）の未納がないこと。

⑸ 本件入札の周知の日において、次に掲げる適性確認基準を満足する者であること。

項 目 適性確認基準

格 付 指定なし

経営事項審査総合評定値

（土木一式工事）
１，３００点未満

資本金 １５０万円以上



３ 入札手続等

⑴ 競争参加資格確認申請書の提出

入札参加希望者は、次に示す期間内に電子入札システムにより簡易公募型指名競争入

札参加申込書（様式第１号）を提出すること。

令和７年７月３日（木）午前８時３０分から

令和７年７月１０日（木）正午まで

※やむを得ない事由により電子入札システムを利用できない場合は、紙入札申請書を上

記期間内に持参または郵送により提出すること。

⑵ 入札参加資格の有無の確認

飯能市建設工事請負一般競争入札等（事後審査型）試行要領に基づき開札後に確認する。

入札参加資格の確認は、落札候補者が書類の提出の指示を受けた日から２日（土曜日、

あああ日曜日及び祝日を除く。）以内に持参により提出すること。

なお、入札参加資格に適合しなかった場合は、指名を取り消すものとする。

○提出書類等

「簡易公募型指名競争入札（事後審査型）参加資格審査申請書（様式第４号）」（以下「申

ああ請書」という。）、「適性確認資料（様式第２号）」及び「飯能市簡易公募型指名競争入札に

ああ関する承諾書」（以下「承諾書」という。）を提出すること。（ただし、承諾書については、

ああ令和７年４月１日以後の簡易公募型指名競争入札に参加し、既に提出している場合は不あ

あ 要）。

本市発注工事以外の請負実績について提出する場合は、その技術者が従事した工事の

請負金額、工事成績等を証明できる書類を添付すること。

⑶ 公募のお知らせ等の交付及び場所

交付期間 令和７年７月３日（木）から令和７年７月１０日（木）まで

交付場所 電子入札システム及び飯能市ホームページに掲載する。

⑷ 入札執行等の日時

①入札書提出期間

令和７年７月２２日（火）午前８時３０分から

令和７年７月２４日（木）午後１時００分まで

②開札日時

令和７年７月２４日（木）午後１時００分以降

ただし、２回目以降の入札がある場合は、電子入札システム（電子入札システムにより

ああ案内できないものにあっては、電話・郵送等）で案内する。

なお、２回目以降の入札書提出期間等の予定日時は次のとおりとする。

○再度入札書提出予定期間

令和７年７月２４日（木）午後２時００分から

年平均の工事高（経営事

項審査による。）
５００万円以上

技術者数 主任技術者１人以上

配置予定技術者の工事の

請負実績

１３０万円以上の公共工事（土木一式工事で内径

200mm以上の下水道管布設工事を含むもの）を元請で
施工した実績

工事成績（個別点） 工事成績評定６５点以上



令和７年７月２５日（金）午後１時００分まで

○再度入札書開札予定日時

令和７年７月２５日（金）午後１時００分以降

※再度入札で落札者が決定しない場合は、当該入札を閉鎖し、入札価格の低位２者によ

ある見積提出の上、随意契約とする。

○見積提出予定日時

令和７年７月２５日（金）午後２時００分から

令和７年７月２８日（月）午後１時００分まで

※２回目以降はその都度通知する。

③入札場所 電子入札システムによる。

⑸ 入札の無効

飯能市契約規則及び入札の心得の定めによる。

４ 入札保証金及び契約保証金

⑴ 入札保証金 免除

⑵ 契約保証金 契約金額の１０分の１に相当する額を契約保証金とし、この契約保証

金に見合う履行保証保険に加入すること。

５ 契約条項の閲覧場所

飯能市ホームページ

６ 支払条件

支払条件は、前金払、中間前金払及び完成払とする。

７ 調査基準価格及び失格基準価格

⑴ 調査基準価格及び失格基準価格を設定する。設定の詳細については、「飯能市調査基準

価格及び失格基準価格の設定に関する基準」を参照のこと。

⑵ 入札金額が調査基準価格に１１０分の１００を乗じて得た額を下回った場合は、入札結

ああ果を保留し、飯能市低入札価格調査制度実施要領に基づき調査基準価格未満の入札者（以

ああ下「低価格入札者」という。）を調査した上で、落札者を決定する。

⑶ 入札金額が失格基準価格に１１０分の１００を乗じて得た額を下回った場合は、失格と

する。低価格入札者が低入札価格調査に応じないとき、又は求められた資料を指定された

期日までに提出しないときも同様とする。

⑷ 低入札価格調査を経て契約した工事については、現場代理人と主任（監理）技術者の兼

務を認めない。

⑸ 低価格入札者は、低入札価格調査を辞退することができる。この場合、辞退した者は失

格とするが、不利益な取扱いを受けることはない。

８ その他

⑴ 予定価格、調査基準価格及び失格基準価格は、事後公表とする。

⑵ 次のいずれにも該当し、本工事に対応する建設業法に規定された資格を有する者を、主

ああ任技術者又は監理技術者として配置すること。

① １３０万円以上の公共工事（土木一式工事で内径 200mm以上の下水道管布設工事を
含むもの）の経験を有すること。ただし、当該工事の経験は、現場代理人、主任技術者



又は監理技術者として従事したものに限る。

② 本参加申請日以前に、本工事を施工する建設業者と直接的かつ原則として３か月以上

あああの恒常的な雇用関係があること。

⑶ この工事については、技術リーダー制度を活用することができる。技術リーダーとなる

ああ者には過去５年間に⑵①の工事の経験が必要となる。活用する場合は、技術リーダー選任

ああ届を提出すること。

⑷ 配置予定技術者については、同一の技術者を他工事の配置予定技術者と重複して参加す

ああることも可とする。その場合、入札後に落札者となった場合は、他工事の入札についての

ああ辞退を認める。

⑸ 工事成績について、本市発注工事（同種工事）で過去１年間に参加条件の基準（成績

評定）未満の点数があった場合は、参加できないこととする。

⑹ 仕様書、図面等については、この工事のお知らせと同時に市ホームページに掲載する。

⑺ 入札の執行等に関する詳細については、通常の指名競争入札の例による。

⑻ 参加申込みが１社の場合であっても、入札を執行する。

⑼ 仕様書に関する質問は、電子入札システムにより行うこと。質問の受付期限は令和７年

ああ７月１１日（金）正午までとし、回答は原則として７月１８日（金）までに行う。

⑽ 本工事の契約締結後、以下の工事を随意契約により発注することとする。

工 事 名：令和７年度 双柳南部土地区画整理地内配水管布設工事（第１工区）

工事場所：飯能市大字双柳地内

工 期：令和７年８月下旬から令和７年１１月下旬まで

工事概要：工事延長 Ｌ＝９６．１ｍ

（予定） ダクタイル鋳鉄管（ＧＸ形）φ７５ Ｌ＝９６．１ｍ

仕切弁 φ１００ １基、 φ７５ ４基

消火栓 φ７５ １基 本設給水工 一式

仮設給水工 一式 撤去工 一式

本復旧工 一式

※令和７年度 双柳南部土地区画整理地内配水管布設工事（第１工区）の施工に当た

っては、配管従事者として次のいずれかの条件を満たす者を配置すること。配管従

事者の所属は元請、下請を問わない。

ア 公益社団法人日本水道協会の配水管工事技能者登録証「耐震継手」を所有する

こと（登録証が有効期限内であること。）。

イ 一般社団法人日本ダクタイル鉄管協会のＪＤＰＡ継手接合研修会受講証「耐

震管（φ450 以下）」を所有すること（令和２年度以降に当該研修会を受講して
いること。）。

※問合せ先

契約検査課 契約・用度担当 ℡９７３－２１１１ 内線２３１


